
都市ガス供給網における超高密度地震防災  

シス．テムlぶS∵デ三≡ユ三己・～ごふ  

清水 善久  

東京ガス㈱では ，一層の都市ガスの緊急措置レベルの軋上を図るため，約3，100km2の供給エリアにおいて約3，700  

基の新SIセンサーと地区ガバナ遠隔監視・iliり御システムを配備した世界一超高密度な新リアルタイムl防災システム  

（SUPREME）の稼働を開始した．SUPREMEでは，地震究［［時に地l貢ガバナを自動感賞遮断および遠隔遮断するこ  

とで迅速に供給停」l∴を実現し，また，地震発生後ほぼリアルタイムに地震動・液状化等のデータ収集を行い，高精度に  
被害推定を行うことによl）二次災害発隼の危険度を大中酎こ低減させるものである．  

キーワード：SUPREME，地震防災，都市ガス，リアルタイム被害推定，二次災害防止，新SIセ  

ンサー  
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一超高密度な地震防災システム（塾坦er－dense  

旦巨altime坦onitoringof旦arthquakes：SUPREME）  

の構築を開始した．図1に新SIセンサー全数設置後  

のセンサー配置図を示す．   

このシステムは，地震時に迅速に情報収集するため  

に新たに開発された防災テレメータ装置（防災DCX）  

を利用して地震発生に際してほぼリアルタイムに新  

SIセンサーで測定される地震動強さ（SI値，加速度）  

1． はじめに   

1995年の阪神・淡路大震災以降，多くの機関で高  

密度地震動モニタリングシステムの構築やリアルタイ  

ム被害推定システムの整備が実施されている．束京ガ  

スでも今後のl坊災レベルのより一層の向上を図るため，  

供給区域，約3，100km2に対して約3，700基の地震  

計（新SIセンサー）を設置しモニタリングする世界  

東京ガス供給区域内   

日 新SIセンサー   

3，700ケ所   

口 液状化センサー   

20ケ所   

△基盤地震計   

5ケ所   

（参 考）  

京葉ガス殿  

（リアルタイム情報共有化）  

◎ sIセンサー  

36ケ所  

図1SUPREME／地震センサー配置  

しみず よしひさ  
東京ガス㈱防災・供給センター  
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に各ブロックの面積は30～40km2であり，その中に  

ガスの圧力を中庄（0．1～1．OMPa）から低圧（約  

2．5kPa）に制御する地lズガバナが30～50個配置さ  

れている．   

大地震時に被害が生じる可能性の高い低圧導管網の  

供給停止は，この地［吏ガバナ全てを遮断することで各  

ブロック毎に実現する．そこで，地震発生時に被害が  

甚大となる地域への供給仔＿1l二を容易にするため，各地  

区ガバナには事前に設定したSI倍以上の地震動が検  

知された場合に供給を遮断する「感震自動遮断装置」  

が取り付けられている．   

また各低L巨ブロック内にはSI他を計測する3ヶの  

地震計（Lブ ロック情事齢1）が設置され，地震発生直  

後にそのセンサーが計測したSI伯が無線で指令セン  

ターに送信される．つまり，指令センターはこのSI  

値を用いて低上i・；ブロック毎に供給停止判断を行うこと  

になる．このようにSI伯は即時・緊急供給停止地域  

（ブロック）を決める指標またはガバナの供給停＿1上を  

実行させるために使われることになり，供給停止は経  

営的課題でもあるから，地震計を含む地監監視システ  

， 
ムの信頼性SI値計算の高精度化がこれまで以上に  

望まれることとなった．   

さて，東京ガスでは1986年より約3，700基の地区  

ガバナに遮断用SIセンサーと自動感表題断装置を設  

置してきた．しかし，従来の遮断用センサーは電磁ノ  

や液状化発生に関するデータを収集し，それらをあら  

かじめl防災GISi二に50mX50mの大きさの140）j仰  

のメッシュに対して整備された地盤増幅特性や液状化  

層厚推定情報，導管情事技等のデータベースと組み合わ  

せて高精度に地震動空間補間，液状化空l粁補間を行い  

被害推定を実施する．また，低圧導管綱からの漏洩ガ  

スによる二次災害を軋l．l二するための新SIセンサーに  

よる地区ガバナ感震遮断状況を監視し，必要な場合は  

遠隔で遮断する等の制御を実施することで災害の軽減  

をねらい，l彷災レベルを大幅に向上させるものである．  

本稿では2001年7月に稼働を開始したこのシステム  

の中核となる新SIセンサー及びSUPREMEの迅速  

情事馴文集・遠隔遮断技術をq1心に詳しく述べることと  

する．  

2．新Slセンサーの開発  

2．1新S】センサー開発の背景   

阪神。淡路大震災を契機として，地震時に破損した  

低圧導管から漏洩した都市ガスが原因となる二次災害  

の発生を防止するために，ガス地震対策検討会［1］に  

おいて，SI他［2］を用いた即時ならびに緊急供給停止  

の判断や供給停止の方法が提案された（表1参照）．   

束京ガスでは，l宝t2に示すように既に阪神。淡路大  

震災以前より即時もしくは緊急供給停止に対応できる  

低圧ブロックを101ヶ整備してきた．1到2に示すよう  

表1都市ガスの供給件止判断と実行（ガス地震対策検討会  

報告苦［1］より）  

即時供給停止   緊急供給停止   

①地震計のSI値が6  ①地震計のSI値が30  

0カイン以上の場合又   カイン以上60カイン  

1．供給停止  は②工場及び供給所   未満程度で状況に  

ホルダー送出量の大変  応じる。   判断  
動や、主要ガバナ等、  

圧力の大変動により供  

給継続が困難な場合  

。二次災害防止を再重  ・二次災害防止を基本  

2．ブロック       要祝し、より安全側に  に、供給停止地域の   

形成の方  立った供給停止が行  極小化を考慮したプロ   

法   えるブロック   ック  

。大きさ：200km2程度  。大きさ：50km2程度   

複数のブロックを有す  ・手動停止を含めた遮  

る場合、ブロック毎に遠  断システムを整傭す  

隔遮断、又は感裏白動  る。  
3．供給停止                 遮断による即時遮断シ  ・大規模事業者におい   

方法   ステムを整備する。   ては、遠隔遮断又は  

感震自動遮断による  

遮断システムの整備を  

塵艶＿   
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1つの低圧ブロック平均データ   

面積  ：30～40km2   
地区ガバナ数：30～50ケ   

需要家数   ：9万戸   

導管延長   ：400km（低圧）   

Lブロック情報局：3ケ  

図2 東京ガスにおける低圧導管ブロック概念図（計101ブロック）  

イズ等による誤遮断を防止するために，振り子の揺れ  

幅設定によって遮断を行う機才戒式センサーでON／  

OFFのみを出力する型式となっており大幅な誤差を  

含むものである．またLブロック情報局に用いてい  

る計測用のSIセンサーは高価であったにもかかわら  

ず，当時のCPU能力が限定されていたため簡易的な  

計算アルゴリズムしか導入しておらず精度に問題があ  

った．さらに，計測用SIセンサーは電磁ノイズによる  

誤計測の問題から遮断等の制御用では使われていない．  

そこで，上述したSI値計算の高精度化，適切な遮断  

の実行を行うため，また従来のセンサーが設置して  

10年以上経過し更新時期になっていること，近年の  

マイクロマシニング技術等の進歩により安価で高性能  

な新しいセンサーを作れる環境が揃ったこと，さらに  

阪神・淡路大震災以降のリアルタイム地震防災レベル  

の向上を図る必要があったことも背景として，耐環境  

性が優れていてガバナ遮断，地震動計測も可能な高機  

能地震計，新SIセンサーの開発を行うこととなった．   

2，2 新Slセンサーの概要とコンセプト   

新SIセンサーは，単機能。高価格な既存センサー  

の欠点を克服するため，SI値演算，加速度波形記録  

保存，感震遮断信号出力，液状化検知等の多機能を一  

つのセンサーに集約すべく設計を行った．新SIセン  

サーの内部構成概要と主な機能を図3に示す．加速度  

センサーには3軸シリコンマイクロマシニング容量型  

加速度センサー［3］を採用している．シリコン加速度  

センサーは，サーボ型加速度センサーには分解能等の  

項目では性能的に及ばないものの，体感地震の計測制  

朋柑（24）  

御用としては十分な性能を持ち，超小型軽量の特長を  

有している．地震センサー内部の加速度計測部におい  

ては，加速度センサーと温度センサーの出力を同時に  

取得し，キャラクタリゼーション演算を行うことで温  

度特性の向上を図っている．加速度計測範囲はノース  

リッジ地震や阪神・淡路大震災にも十分対応可能なよ  

うに±2，000Galとし，計測精度は±5％以内を確保  

している．また，新SIセンサーは温度補正された加  

速度データを1波あたり3軸，10msサンプリング，  

分解能1／8Gal，SI最大値を中心に120秒の記録とし  

てSI値の大きな順に10地震分を内部SRAM（記憶  

装置）上に記録保存することが可能である．その他，  

地区ガバナの制御のため無電圧リレー設定出力を持つ．  

さらに制御するにあたってのSI値／加速度／液状化警  

報の設定を自由に行うことができる．また，従来の計  

測型地震計では，センサー部と演算部が別ユニットと  

して構成されるのが通常であったが，今回開発の地震  

センサーにおいてはSI値演算アルゴリズムの最適化  

の結果，全演算を地震センサー内で行うことが可能と  

なった．したがって，防爆ケース内に小型シリコン加  

速度センサーを搭載するとともに制御用出力を含む全  

ての機能を集約し，小型，低価格化を実現するととも  

に耐電磁ノイズ性を向上させた．また，新SIセンサ  

ーは加速度波形の変化からリアルタイムに液状化を判  

定するアルゴリズム［4］を搭載しており，従来の土木  

工事を必要とする液状化検知方法と比べて，安価にか  

つ簡便に液状化発生を把握することを可能としている．  

新SIセンサーの主な機能について図3に付記する．  
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ステムSIGNAL［5］を包含して拡弓長したシステムであ  

る．例えば3，700個ある地1メニガバナ等の地震時の情報  

のうち，新SIセンサーで測定されるS川lト加速度に  

っいては332J．－）は日常無紋と一般卜Jl紡L その他の約  

3，400局はNTT等の一般1‖慨のみを使川して送イ壬；さ  

れる什組みになっている．また，液状化警報について  

は，20ヶ所の液状化センサー［6］と300J・I）の新Slセ  

ンサーからの警報は廿営無線と一般「‖l絞，その他約  

3，400J‖）は一般回線で送られる．地震＝キの通信の信頼  

性を考慮すれば，全ての情報を什営無線で送信するこ  

とが望ましいが，コスト面で実現性が乏しい．そこで  

無線と一般l‖1線をイ朋けることとし，一般回線では必  

要な情報の8割を20分以内に収集することをl＝持し  

3．SUPREMEの構成  

SUPREMEの構成を図4に示す．現在，東京ガス  

では，従来の地lズガバナSI遮断センサーの更新の機  

会を利用して新SIセンサー，地区ガバナ遠隔監視用  

防災テレメータ装置（以下防災DCXと略す）を約  

3，700個の地区ガバナに設置中であり，これらの機器  

と指令センターを通信で結ぶことにより，約3，100  

km2の供給区域の約3，700点（0．9km2に1個）での  

SI値，PGA，臼・；九 ガバナ遮断，液状化警報状況等  

の観測及び指令センターからの遠隔監視。制御が可能  

となる．   

SUPREMEはこれまでのリアルタイム地震l妨災シ  

☆小型・軽量・低価格  

☆高機能・高精度   

⑳Sl、加速度を計算／出力  

高精度tリアルタイムSI演算   

⑳警報出力（SI値／加速度任意設定可）   

◎遠隔監視／制御装置対応可   

⑳地震波形保存可（XYZ3軸10地震）   

⑳液状化検知   

⑳計測範囲：±2．000Gat   

⑳精 度：±5％FSG   

⑳常時自己診断   

⑳耐久性（耐水、耐ノイズetc）   

◎防爆性   

⑳誤遮断防止ロジック搭載（2種類）   

⑳リアルタイム液状化検知  

図3 新SIセンサー内部構成概要及び1ミな機能  

図4 超高密度リアルタイム防災システム（SUPREME）の構成  
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た．まずNTT等との折衝の結果，個々の地区ガバナ  

と指令センターの一般回線は災害優先指定回線とし，  

地震時の通信の編棒に対処している．また，より迅速  

に情報送信を行うために防災DCXを開発して3，700  

地点全ての地区ガバナに設置している．SUPREME  

における新SIセンサーは2003年3月までに2，300基  

設置されており，最終的に3，700基の設置が完了する  

のは2006年度の予定である．ホストシステムは2001  

年7月に完成し， これまでにない超高密度リアルタイ  

ム地震防災システムが稼働を開始している．  

4．SUPREMEによる地震時迅速情報収集  

束京ガスでは，遠隔監視装置（DCX200）［7］を，  

通常時の圧力管理業務を目的として1994年より全地  

区ガバナへの設置を行ってきた．地区ガバナのうち設  

置の困難な個所を除けば2000年度中に3，700ヶ所全  

数に設置され，全地区ガバナの圧力センサー等のガバ  

ナ情報や保安管理情報の把握が可能となってきた．   

この遠隔監視装置からの情報を地震時にも用いるこ  

とがSUPREMEの構築の重要なポイントである．地  

震時だけで使うシステムは非効率的であるばかりか，  

通常時操作を行わないために地震時に的確に操作され  

る確率は低くなる．通常時も使用されていれば，メン  

テナンスも行き届いているばかりか操作も習熟されて  

いて，地震時に不安を残さない．しかし，現在の  

DCX200を地震時に用いるには，“大地震時に多発す  

る警報収集に時間がかかる’’といった課題があり，こ  

れを解決するべく，「通常時の警幸馴文集機能に支障を  

きたさない」という条件で地震時迅速情報収集機能を  

強化しソフトウェアを改良した「防災DCX」を開発  

した．新機能の開発の結果，例えば阪神。淡路大震災  

規模の地震規模かつ電話の編棒条件で，20分以内に  

必要な地震情報の8割を収集することが可能となった．  

3，700基の地区ガバナのバッテリー仕様は1時間であ  

り，この防災DCXの設置により，地区ガバナの監  

視。遠隔遮断，高精度被害推定をSUPREMEで実現  

することが可能となった．防災DCXは1999年度に  

開発を完了し，2001年3月までに地区ガバナ全数に  

設置を完了している．  

5．SUPREMEによる地震時地区ガバナ遠  

隔遮断技術  

5．1背景   

都市ガスの低圧供給網が阪神。淡路大震災で大きな  

朋柑（26）  

被害を受けたが［1］，東京首都圏エリアでも大地震が  

発生した際は同様の事象が起こると考えている。都市  

ガス漏洩による二次災害防止のためには，即時にガス  

供給を停止しなければならない．このため，これまで  

我々は地区ガバナに感震自動遮断装置を取り付けてき  

た． しかし，現実的には地震時の低圧供給網の供給停  

止は低圧ブロック毎に行われ，そのブロックの全ての  

地区ガバナを閉止しなければ実現できない．しかし地  

盤条件の違いなどにより地震動は大きく変わるため，  

供給停止条件を満たしたブロック内の全ての地区ガバ  

ナが感震遮断をするとは限らない．また，新SIセン  

サーの機器故障があれば，そのガバナは当然感賞遮断  

しない．そのため地震後供給停止を行うブロックにつ  

いてはガバナの停止巡回を行う必要があり，供給停止  

には時間。人手がかかる．また中庄導管網は高い耐震  

性を保持しており，地震時に被害の多い低圧導管を健  

全中庄導管網から迅速に切り離すことは中庄の供給継  

続及び復旧時の時間の短縮のために非常に重要である．  

SUPREMEにより地区ガバナを遠隔遮断することが  

できればこの課題を克服できるが，無線を用いること  

はコスト面で不可能でありまた一般回線を用いる遠隔  

遮断に対しては信頼性（機器故障。ハッカー等）の確  

保が課題となっていた．   

5．2 対策   

今回，一般回線を用いて遠隔遮断を行う際に誤遮断  

に対する信頼性を向上させるため“遠隔遮断ユニット  

（以下TCユニット）’’を開発し，SUPREMEから遠  

隔で一般回線を用いてガバナを遮断できるようにした．  

また，地震時以外に地区ガバナを遠隔遮断するニーズ  

が100年以上にわたるガス供給の歴史の中でも全くな  

いため，TCユニットによる遠隔遮断は，地震時のみ  

実行可能な機能とし，新SIセンサーと棟木戒式感震器  

の双方のデータからTCユニットで地震の有無を判断  

することとした。また誤操作や機器故障・ハッカーの  

侵入による誤遮断を防止するため，防災DCXで通信  

チェック及びTCユニットで遮断命令の正誤判断を行  

い十分な信頼性を確保することとした．遠隔遮断の実  

施結果は即ホストにフィードバックされる．この一般  

回線を用いた安全。安価かつ確実な地区ガバナ遠隔遮  

断の仕組みを図5に示す．   

5．3 遠隔遮断の効果   

地区ガバナ遠隔遮断を行うことにより人員を地区ガ  

バナに巡回させることなく供給停止を極めて短時間で  

実施できるため，被害箇所からのガス漏洩を大幅に滅  
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システム構成  

図5 SUPREMEにおける地区ガバナ遠隔遮断安全性確保の仕組み  

表2 危険度シミュレーション結果  

供
給
停
止
地
区
内
の
要
遮
断
ガ
バ
ナ
数
 
 

供給停止  

完了時間   
危険度比  

現状  
39時間   1．0   

（感震遮断のみ）  

遠隔遮断  
1時間   0．03   

（遠隔監視含む）  
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地震発生後の経過時間「hl  

図6 供給件止に要する時間の比較  
断線率を阪神。淡路大震災を参考として5％としてい  

る．また，軌員状況や巡lヰ1歩掛かりについては，阪  

神。淡路大震災時の大阪ガス㈱の実績を基に想定した  

［1］．  

6．SUPREMEで実現されるその他の機能  

6．1高精度低圧供給網漏洩推定機能   

SUPREMEでは，ほぼリアルタイムに最大3，700  

点からの地震動（SI値，PGA）及び液状化情報が収  

集される．これをSUPREMEに即した地利青報シス  

テムに蓄積されたデータと組み合わせることで地震動  

面的分布推定［8］，液状化層厚面的推定［9］，低圧供給  

網の被害推定［10］を高精度に実施する．低圧供給網の  

被害推定結果は，地震直後の被害全体像の把捉及び低  

圧ブロックの供給停止又は継続の判断に利用される．  

蓄積データベースのうち，供給施設情報として3，700  

其の地区ガバナ及び中日一三供給網は線情事lまとして，低圧  

供給網については50m単位のメッシュに集約して管  

種。口径毎の延長を整備している．また，地盤情報と  

して徴地形情報や供給エリア内に約60，000本のボー  

（27）年別   

少でき二次災害の発生を最小I眼に抑えることが‖丁能と  

なる． ここでは阪神。溌路大震災のデータに基づいて  

東京地区でシミュレーションを実施し，遠隔遮断技術  

を導入することで，どの程度危険度が低下できるかを  

検証した．   

危険度を「供給停止すべき地域（SI値が高く供給  

停止基準に過した地域）における開ガバナ数と地定発  

災彼の経過時間の積」と定義する．図6に示されたシ  

ミュレーションでは供給停止すべき地域に1，200基の  

地区ガバナが存在し，現状の感震日軌遮断システムで  

はそのうち850基が感震泊軌遮断するが350基が遮断  

しないままの状況として残ることになる。これを参集  

した人員で地区ガバナの停止巡l司を実施すれば約39  

時間かかる．これが遠隔遮断を川いれば1時間以内に  

通信の断線した箇所等を除いてほぼ全ての地区ガバナ  

の閉止が完了するため表2に示すように危険度は  

97％削減され，大幅な地震防災レベルの向上が図れる  

ことがわかる．なお，ここでは激震地lズの一般卜＝り線の  
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り，地盤増幅度の研究，地震動空間補間技術やゾーニ  

ング技術の検討に大きく寄与することになる．  

7．まとめ  

阪神・淡路大震災を教訓として都市ガス供給網，特  

に低圧供給網に対する緊急措置レベルの大幅な向上を  

目的として超高密度防災システムSUPREMEの構築  

を開始した．SUPREMEは約3，100km2のエリアに  

約3，700基の地寅計（新SIセンサー）を設置し，双  

方向通信でモニタリング。コントロールする世界一超  

高密度リアルタイム地震防災システムである．  

SUPREMEは，2001年7月に一部稼働を開始した．  

これにより，都市ガス供給網の大地震時のl坊災レベル  

を大きく向上させると確信している．  
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図7 SUPREME実稼働状況（01．07．20地震SI値分布）  

図8 SUPREME実稼働状況（01．07．20地震50mメッシ  

ュiiき一位補間後SI伯）  

リングデー タを収納している．図7に，2001年7月  

20日に発生した小規模地震でSUPREMEが捉えた超  

高密度SI値分布を，図8にそれを50mメッシュに  

補間した分布図を例示する．   

6．2 超高密度加速度波形データによる事前防災   

SUPREMEはリアルタイム緊急措置だけでなく，  

事前地震防災にも利用が可能である．［い小地震時に最  

大3，700点の新SIセンサーに蓄積される加速度波形  

データは，これまでにない超高密度データベースとな  
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